
 

（別紙） 

 

１．総論 

（１）関係機関等との連携及び地域住民等への説明 

関係地方公共団体等の関係機関の意見を十分勘案するとともに、地域住民等

の関係者に対し、引き続き丁寧かつ十分な説明を行うこと。 

 

（２）専門家等の助言を踏まえた事業計画の見直し及び結果等の公開について 

対象事業実施区域が位置する場所の重要性を理解した上で、十分な環境配慮

がなされ、地域の理解を得た事業となるよう、抜本的な事業計画の見直しが必

要である。また、見直しに当たっては、専門家等からの助言を受け科学的に検

討し、その経緯を公開する等、客観性及び透明性を確保することが不可欠であ

る。 

このことから、以下の措置を講ずることにより、客観性及び透明性を確保し

た上で、地域の理解を得ながら、事業を実施すること。 

 

① 専門家等からの助言 

絶滅のおそれのある野生動植物の種の保存に関する法律（平成４年法律第 75

号。以下「種の保存法」という。）に基づく国内希少野生動植物種（以下「国内

希少種」という。）に指定されているクマタカ等の希少猛禽類及び自然環境保全

法（昭和 47 年法律第 85 号）に基づく自然環境保全基礎調査の第２回調査（特

定植物群落）で特定植物群落に選定されている「栃ノ木峠附近のブナ林」をは

じめとした重要な植生について、それぞれ以下の観点から、助言を得ること。 

ア クマタカ等の重要な鳥類について 

２．（１）を踏まえた営巣及び繁殖並びに風力発電設 備への衝突や移動阻

害等に係る以下の事項に関する、複数の専門家等による検討会からの助言 

（ア） 事業実施前 

・ 事業計画の見直し及び環境保全措置の内容 

・ 事後調査の具体的な実施内容 等 

（イ） 事業実施後 

・ 環境保全措置の実施状況 

・ 事後調査の結果 

・ それを踏まえた稼働調整を含む追加的な環境保全措置の計画 等 

 

イ 重要な植生について 

２．（２）を踏まえた改変を極力回避すべき範囲に関する、本地域の植生の

知見を有する複数の専門家等からの助言 

 



 

② 事業計画の見直し 

ア クマタカ等の重要な鳥類について 

既存の知見、１．（２）①の助言及び２．（１）を踏まえ、風力発電設備の

設置の取り止めや配置の変更含む環境保全措置の検討を行うとともに、営巣

地と高利用域内好適採食地の間の主要な飛翔ルート上の風力発電設備の設置

を極力回避すること。 

以上の事項に係る検討経緯及び検討結果について、１．（２）①において助

言を求めた専門家等に報告すること。 

 

イ 事後調査計画について 

上記アの検討結果、１．（２）①の助言及び２．（１）を 踏まえ、以下の

事項に関することについて、本準備書における調査及び解析結果と比較する

など、適切な評価が行えるよう、調査期間、調査頻度、調査時期、調査方法

及び調査結果の評価方法並びに評価結果を踏まえた環境保全措置等を具体化

した事後調査計画を作成すること。 

・営巣中心域、高利用域、高利用域内好適採食地等を含む行動圏の変化 

・繁殖成功率の変化 等 

 

ウ 重要な植生について 

既存の知見、１．（２）①の助言及び２．（２）を踏まえ、風力発電設備の

設置の取り止めや配置の変更を含む環境保全措置の検討を行うこと。 

以上の事項に係る検討経緯及び検討結果ついて、１．（２）①において助言

を求めた専門家等に報告すること。 

 

エ 砂防指定地について 

一部の風力発電設備が、砂防法（明治 30 年法律第 29 号）に基づく砂防指

定地内への配置が計画されている。砂防指定地内における風力発電設備につ

いて、砂防法の行為の許可基準に適合する設置計画とならない限りは、砂防

指定地内への風力発電設備の設置を回避すること又は配置等の変更を含む事

業計画の見直しを行うこと。 

また、配置等の検討に当たっては、専門家等の助言を踏まえるとともに、

検討内容を、評価書において適切に記載すること。 

 

オ 評価書への記載等について 

上記ア～ウの検討経緯は、評価書において正確に分かりやすく記載するこ

と。また、上記ア、ウ及びエを踏まえ、風力発電設備の基数や配置の変更等

の事業計画の見直しを行う場合には、事業計画の見直しの結果に応じて、騒

音、風車の影その他の環境影響評価項目について予測及び評価を再度実施し、



 

環境保全措置を検討及び実施すること。 

 

③ 検討過程等の公開 

上記①及び②について、助言、検討過程及び見直し結果が明らかとなるよう

関係地方公共団体及び関連行政機関に報告するとともに、その都度、かつ継続

的に広く公開すること。 

 

（３）工事計画の見直しについて 

対象事業実施区域及びその周辺において、これまでに土砂流出や斜面崩壊が

確認された区域はあるが、そうした区域への風力発電設備の設置は回避した計

画となっている。 

他方、対象事業実施区域は、大部分が森林法（昭和 26 年法律第 249 号）に基

づく水源かん養保安林、滋賀県水源森林地域保全条例（平成 27 年滋賀県条例第

６号）に基づく水源森林地域等に指定されており、一部が砂防法に基づく砂防

指定地に指定されている。 

このため、風車敷、道路等について、設置場所、設計及び工法に関して更な

る検討を行い、切土量及び盛土量を可能な限り少量化するとともに土地の改変

を最小限に抑えること。また、改変区域の大幅な変更がある場合には、調査、

予測及び評価を再度実施し、その結果に応じて必要な環境保全措置を講ずるこ

とにより、動植物の生息・生育環境への影響を回避又は極力低減すること。 

 

（４）事後調査について 

ア １．（２）②イにおいて作成された事後調査計画を踏まえて、事後調査を適

切に実施すること。また、その結果を踏まえ、必要に応じて、追加的な環境

保全措置を適切に講ずること。 

イ 上記の追加的な環境保全措置の具体化に当たっては、措置の内容が十分 

なものとなるよう、これまでの調査結果及び専門家等からの助言を踏まえ、

客観的かつ科学的に検討すること。 

ウ 事後調査により判明した環境の状況に応じて講ずる環境保全措置について、

検討の過程、内容、効果及び不確実性の程度を報告書として取りまとめ、

公表すること。また、環境監視の結果、環境保全措置を講じた場合にも、

可能な限り報告書に取りまとめ、公表に努めること。 

 

（５）累積的な影響について 

ア 対象事業実施区域の周辺では、他の事業者による複数の風力発電所が環境

影響評価手続中であることから、可能な限り事業者間で調整し、必要な情報

を共有することで、地域全体の環境影響の低減を図るため、累積的な影響を

考慮した事業計画とすること。 



 

イ 他の事業との累積的な影響に係る事後調査の結果について、他の事業者へ

可能な限り情報を共有すること。 

 

２．各論 

（１）鳥類に対する影響 

対象事業実施区域及びその周辺では種の保存法に基づく国内希少種に指定さ

れているクマタカの 11 ペアによる営巣が確認されていることや本事業の対象

事業実施区域の概ね全域がいずれかのクマタカのペアの行動圏と重複するよう

な場所に立地していること、またクマタカの繁殖成功率が高い区域であること

から、慎重かつ丁寧な環境影響評価を実施することが必要である。 

しかしながら、隣接する別ペアに対する示威行動又は侵入個体に対する防衛

行動が高い頻度で確認されている位置に No６、No12、No14、No19、No21、No22、

No28 の風力発電設備を設置する計画としており、その他の風力発電設備と比べ

て風力発電設備への衝突が生じる可能性が高い。 

また、B ペア及び J ペアの営巣中心域の外縁付近に風力発電設備を 6 基設置

する計画としており、両ペアとも多数のペアに行動圏の周囲を囲まれている中

で、風力発電設備が設置されることに伴い、営巣中心域及び高利用域等の行動

圏を縮小する可能性があることから、生息地放棄又は繁殖成績の低下といった

営巣及び繁殖への重大な影響が懸念される。 

加えて、対象事業実施区域の周辺では、種の保存法に基づく国内希少種に指

定されているイヌワシの飛翔が確認されるとともに、ハチクマ等の渡りの飛翔

が確認されていることから、これらの鳥類への影響も懸念される。 

このため、本事業の実施による重要な鳥類への影響を回避又は極力低減する

観点から、以下の措置を講ずること。 

 

ア クマタカの営巣中心域における騒音を伴う簡易な作業を含む営巣期の工事

及び高利用域における風車敷、道路等の建設や大規模な森林伐採等の営巣期

の工事を回避するよう検討を行い、工事の実施に当たっては、繁殖に係る事

後調査の結果、既存の知見及び１．（２）①の検討会の助言を踏まえ、工事内

容及び工事期間の調整等の環境保全措置を確実に実施し、クマタカの保全に

十全を期すること。 

イ 以下の（ア）及び（イ）の事後調査及び事後調査の結果を踏まえた追加的

な環境保全措置について、１．（２）①の検討会の助言を踏まえ適切に実施す

ること。また、事後調査の結果、営巣及び繁殖の放棄、衝突や移動の阻害等、

重要な鳥類に対する重大な影響が認められた場合は、専門家等からの助言を

踏まえて、稼働調整を含む追加的な環境保全措置を講ずること。 

（ア） イヌワシ及びクマタカをはじめとした鳥類の風力発電設備への衝突や移

動の阻害等に係る環境影響評価の予測には不確実性が伴うことから、稼働後


